









お わ り に







ことができる（同法47条 2 項 1文）。上級行政裁判所は，当該法規定が有効
でない（ungültig）との確信に至る場合には，効力を有しない（unwirksam）
旨を宣言し，この場合において当該判断は一般的拘束力を有する（同法47












































⑴ 欧州議会・理事会指令 2003/35/EG とオーフス条約
2003年 5月26日の欧州議会・理事会指令 2003/35/EG により，特定の公
的・私的プロジェクトの場合の環境適合性審査に関する理事会指令 85/
337/EWG および環境汚染の統合化された回避・削減に関する理事会指令
96/61/EG が改正された。この改正は，1998年 6 月25日に採択されたオー
フス条約（環境問題における情報へのアクセス，決定手続への公衆参加，裁判所
へのアクセスに関する国連欧州経済委員会条約）の規定，特に同条約 9条 2 項
との完全な一致を確保するためのものである7)。
オーフス条約 9条は，裁判所へのアクセスについて定めている。同条約
9 条 2 項は，以下の事項を規定している。すべての締約国は，⒜ 十分な
利益を有するか，⒝ 権利侵害を主張する（締約国の行政訴訟法がこれを要件





















条約 2 条 5号に掲げられた要件を充足するすべての非政府組織10)の利益
は，上記⒜の意味において十分である。そのような組織は，上記⒝の意味
において侵害されうる権利の主体でもある。
指令 2003/35/EG により，オーフス条約 9 条 2 項の規定は，指令 85/
































済法 2条 1項の規定が重要である。同法 2条 1項によれば，同法 3条によ






同条 1 項 2文 1号∼ 5号に列挙されている。当該団体が，○1 その定款に
従って環境保護の目的を推進すること，○2 承認の時点で少なくとも 3年存
立しており，この期間内に前号の意味において活動してきたこと，○3 適
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11) Vgl. BT-Drs. 16/2495, S. 7.
12) BT-Drs. 16/2495, S. 8.
13) 連邦自然保護法における団体訴訟に関する規定は，各州の自然保護法で規律されていた







項 2文に掲げられた要件は，連邦自然保護法59条 1 項（2002年 3月25日公布
時のもの）に定める団体の承認の要件をモデルにしている14)。連邦自然保
護法または州法上の規定により自然保護団体として承認された団体は，環





許容性に関する，環境適合性審査法 2 条 3 項の意味における決定である




関する建設法典10条による議決（環境適合性審査法 2 条 3 項 3号）が含まれ
る。したがって地区詳細計画に関する議決も，ここでいう法的救済の対象








14) BT-Drs. 16/2495, S. 13. 上記○5 の要件に注目するものとして，島村健「環境法における
団体訴訟」論ジュリ12号（2015年）129頁。
かったかどうかは，法的救済の本案において審理される15)。
団体が法的救済を提起するための要件は，環境・法的救済法 2条 1項 1
号∼ 3号にも列挙されている。環境・法的救済法 2条 1項 1号は，当該団
体が，「第 1 項第 1 項第 1文による決定又はその不作為が，環境保護に奉
仕し，個人の権利を根拠づけ，かつ当該決定にとって重要であり得る法規
定と矛盾することを主張する」ことを求めている。連邦政府は，環境・法
的救済法 2条 1項 1号∼ 3号は団体訴訟の適法要件を定める連邦自然保護
















環境・法的救済法 2条 1項 2号は，当該団体が，環境保護の目的を推進
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15) BT-Drs. 16/2495, S. 11.
16) BT-Drs. 16/2495, S. 12.
17) BT-Drs. 16/2495, S. 12.
18) Vgl. Würtenberger (Fn. 1), Rn. 276 ; Hufen (Fn. 1), §14 Rn. 72.
19) BT-Drs. 16/2495, S. 12.










る21)。環境・法的救済法 2 条 1 項 2号・ 3号は，連邦自然保護法61条 2
項 2号・ 3号（2002年 3月25日公布時のもの）との共通性がある。
環境・法的救済法 2条 4項は，同法 1条 1項 1文による決定に対する法
的救済を提起することのできる期間に関する規定である。地区詳細計画に
ついては行政裁判所法47条 2 項 1文が適用される（環境・法的救済法 2条 4
項 3文）。地区詳細計画に対する規範統制手続の場合には行政裁判所法47
条 2 項 1文の申立期間が適用されるという趣旨である22)。
⒝ 異議の排除







20) BT-Drs. 16/2495, S. 12.
21) BT-Drs. 16/2495, S. 12.
22) BT-Drs. 16/2495, S. 12.
法61条 3 項（2002年 3月25日公布時のもの）をモデルとする規定である23)。
当該団体がそもそも意見を表明したかどうかは，法的救済を提起すること




をした自然人または法人が，公の縦覧（建設法典 3 条 2 項）または影響を














に関係する場合」を挙げている。この要件は，同法 2条 1項 1号・ 2号と
の関連性がある。上記のような法規定との矛盾を主張することは法的救済
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23) BT-Drs. 16/2495, S. 12.
24) Vgl. Thomas Bunge, UmwRG, Kommentar, 2013, §2 Rn. 62 ; Alexander Schmidt/
Christian Schrader/Michael Zschiesche, Die Verbandsklage im Umwelt- und
Naturschutzrecht, 2014, Rn. 164.
25) Vgl. BerwG, Urt. v. 24. 3. 2010, NVwZ 2010, 782 (782) ; Bunge (Fn. 24), §2 Rn. 99.
の提起に関する要件であるが，当該違反があることは理由があることに関
する要件である。








規定が限定されることになる26)。同法 2 条 5 項 1 文 2 号は，法規定が
「当該決定にとって重要である」ことを要求していないが，同法 4 条 2 項
は，地区詳細計画の策定等に関する議決が裁判所による審査の対象である
場合には，建設法典214条および215条の規定が適用されるものとしてい
る。したがって，地区詳細計画の指定が環境・法的救済法 2条 5項 1文 2
号の意味における法規定に違反する場合であっても，建設法典214条また
は215条の規定により，当該違反が顧慮されないものとされる可能性があ
る。なお後述の通り，環境・法的救済法 2条 5項 1文 1号・ 2号の「個人
の権利を根拠づける」法規定の要件は，欧州司法裁判所の判決を受けて削
除される。
環境・法的救済法 2 条 5 項 2文は，「第 1 条第 1 項第 1号による決定の
場合は，それに加えて環境適合性審査を実施する義務が成立していなけれ
ばならない」と規定している。地区詳細計画の場合，環境適合性審査を実




26) Bunge (Fn. 24), §2 Rn. 152 ; Martin Kment, in : Werner Hoppe/Martin Beckmann, UVPG,
Kommentar, 4. Auﬂ., 2012, §2 UmwRG Rn. 19.













条 2 項，指令 85/337/EWG 第10 a条，指令 96/61/EG 第15 a条）と両立しえな
いという批判のほか29)，承認された団体が出訴資格を有することは，指
令 85/337EWG 第10 a条（および指令 96/61/EG 第15 a条）により包括的に
規定されているのであって，国内法により制限することはできないという
批判30)，オーフス条約および指令 2003/35/EGは，裁判所による統制を客
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28) Vgl. Martin Gellermann, Verbandsklagen im Umweltrecht ‒ aktueller Stand,
Perspektiven und praktische Probleme, DVBl 2013, 1341 ; Matthias Sauer, Rechtsschutz im
Umweltangelegenheiten im Umbruch?, ZUR 2014, 195. 大久保・前掲注( 5 )「環境・法的
救済法の成立( 2 )」27頁以下，同・前掲注( 5 )「2013年改正」244頁以下も参照。
29) Mario Genth, Ist das Umwelt-Rechtsbehelfsgesetz europarechtskonform?, NuR 2008, 28
(30) ; vgl. auch Wolfgang Ewer, Ausgewählte Rechtsanwendungsfragen des Entwurfs für
ein Umwelt-Rechtsbehelfsgesetz, NVwZ 2007, 267 (273) ; Jan Ziekow, Das Umwelt-
Rechtsbehelfsgesetz im System des deutschen Rechtsschutzes, NVwZ 2007, 259 (260).
30) Martin Kment, Das neue Umwelt-Rechtsbehelfsgesetz und seine Bedeutung für UVP,













に衡量されなければならないものとする建設法典 1 条 7 項との矛盾を主張
しており，この規定が付近住民の騒音防止に関する利益の適正な衡量を求
める権利を根拠づけること34)，環境に関係のある利益の衡量が問題にな
る限りにおいて建設法典 1 条 7 項は環境保護に奉仕する規定でもあること
を認定している。




31) Hans-Joachim Koch, Die Verbandsklage im Umweltrecht, NVwZ 2006, 369 (379).
32) OVG Schleswig, Urt. v. 12. 3. 2009, NuR 2009, 498.
33) リューネブルク上級行政裁判所2008年 7 月 7 日決定（OVG Lüneburg, Beschl. v. 7. 7.
2008, NVwZ 2008, 1144）は，環境・法的救済法が克服を要する問題を投げかけていること
と認めつつ，同法 2 条 1 項 1号の規定が欧州法に違反することは否定し，「個人の権利」
が根拠づけられているかを解釈する際に，関係公衆に裁判所への広いアクセスを与えると
いう目的を考慮すべきものとしていた。
34) 連邦行政裁判所1998年 9月24日判決（BVerwG, Urt. v. 24. 9. 1998, BVerwGE 107, 215）













欧州司法裁判所2011年 5月12日判決36)は，指令 85/337/EWG 第 1 項 2
項の意味における非政府組織（環境保護に尽力し，国内法により適用されるす
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35) 環境保護団体が自然人・法人よりも劣位に置かれる点で環境・法的救済法 2条 5項 1文
2号を批判した学説として，vgl. Ziekow (Fn. 29), S. 264 ; Genth (Fn. 29), S. 31.




境・法的救済法 2条 1項 1号および 5 項 1文 1号の意味における個人の権
利を根拠づけない規定の違反を主張することができないので，水法および



























めた同法 2 条 1 項 1号は改正され，「個人の権利を根拠づける」法規定の
要件は削除された。改正後の環境・法的救済法 2条 1項 1号によれば，団
体が「第 1条第 1項第 1号による決定又はその不作為が，環境保護に奉仕
し，かつ当該決定にとって重要であり得る法規定と矛盾することを主張す
る」ことが求められる。
法的救済が理由がある場合について定める同法 2 条 5 項も改正され，
「第 1 条第 1 項第 1文による決定又はその不作為が，環境保護に奉仕しか
つ当該決定にとって重要である法規定に違反する」ことが基本的な要件と
なり（同法 2 条 5 項 1文 1号），地区詳細計画に関係する法的救済の場合に
は「環境適合性審査の義務のある事業案の許容性を根拠づける地区詳細計
画の指定が，環境保護に奉仕する法規定に違反する」ことが必要とされる
こととなった（同法 2 条 5 項 1文 2号）。いずれの場合も，問題の法規定が
個人の権利を根拠づけることは不要である。他方で，当該違反が，当該団
体がその定款に従って推進する目的に含まれる環境保護の利益に関係する




環境・法的救済法 2 条 1 項 1号および 2 条 5 項 1文 1号・ 2号は，「環
境保護に奉仕する」法規定の違反（の主張）を要求しているが，この要件
も問題とされている。ある学説は，「環境保護に奉仕する」法規定の要件
を批判し，○1 オーフス条約 9 条 2 項，欧州議会・理事会指令 2011/92/
EU第11条（指令 85/337/EWG第10 a条と同内容の規定）および欧州議会・理
事会指令 2010/75/EU第25条（指令 96/61/EG第15 a条と同内容の規定）は，
決定等の実体法上および手続法上の適法性を争うために裁判所への広いア
クセスを与える旨規定しており，原則として裁判所の統制は具体的事例に












第10 a条およびオーフス条約 9条 2項に適合している旨判示した。同判決
は，○1 指令 85/337/EWG 第10 a条 1項およびオーフス条約 9条 2項は，
関係公衆の一員に決定等の実体法上および手続法上の適法性を争う可能性
を与える旨規定しているものの，これは全面的な適法性審査を命ずる趣旨












38) Bunge (Fn. 24), §2 Rn. 14 ; vgl. auch Jörg Berkemann, Die Umweltverbandsklage nach
dem Urteil des EuGH vom 12. Mai 2011 ‒ Die „noch offenen“ Fragen, NuR 2011, 780 (785-
786).
39) BVerwG, Urt. v. 24. 10. 2013, BVerwGE 148, 155.
盾することを主張することを環境非政府組織に要求することは，オーフス






















立命館法学 2015 年 4号（362号)
114 ( )1036
40) ECE/MP.PP/2014/2/Add.1, S. 66.
41) Moritz Grunow/Nadja Salzborn, Zum Prüfungsumfang der Umweltverbandsklage, ZUR
2015, 156 (159). 団体訴訟ではすべての法規定の違反を主張することができる旨主張する
説として，vgl. Schmidt/Schrader/Zschiesche (Fn. 24), Rn. 248.
42) BVerwG, Urt. v. 29. 9. 2011, NVwZ 2012, 176.
それに対して学説においては，環境・法的救済法 2条 3項を批判する説
もある。ある学説は，○1 環境団体は指令 85/337/EWG およびオーフス条
約において特別な役割を承認されたのであり，その出訴可能性が制約され























43) Walter Frenz, Umweltverbandsklage und Präklusion, NuR 2012, 619 (622) ; vgl. auch
Bunge (Fn. 24), §2 Rn. 18.
44) Vgl. BT-Drs. 17/12304, S. 140.
























あること，○3 申立人は個人の権利を根拠づける建設法典 1 条 7 項との矛
盾を主張しており，この規定は本件のように環境に関係のある利益の衡量
立命館法学 2015 年 4号（362号)
116 ( )1038














の点で同判決は衡量素材の調査・評価に関する瑕疵（建設法典214条 1 項 1







建設法典 1 a条および連邦自然保護法34条 2 項の違反も認めている。
⒝ ミュンスター上級行政裁判所2013年 7月 8日決定
｢個人の権利を根拠づける」法規定の要件の削除後において，団体によ
る地区詳細計画に対する仮命令の申立てを認容し，当該地区詳細計画の執






























立命館法学 2015 年 4号（362号)
118 ( )1040












































は上記の要求を満たすものではなかった。そこで同判決は建設法典 3 条 2
項 2文の違反を認め，これは建設法典214条・215条の規定により顧慮され
ないものではないこと，建設法典 3 条 2 項 2文は環境保護に奉仕する規定
であること，当該違反は申立人がその定款に従って推進する目的に含まれ
る環境保護の利益に関係することを指摘している。






定は環境保護に奉仕するものであり，建設法典 4 a条 3項 1文は本件の場
合は環境保護に奉仕する規定であることを指摘している。
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51) 建設法典214条 4 項による補完手続に関しては，拙稿「建設管理計画の瑕疵と補完手続」
近法58巻2＝3号（2010年）407頁以下参照。





















した。同決定は，景観保護との関連においては衡量要請（建設法典 1 条 7
項）は個人の権利を根拠づけないこと，地区詳細計画が土地利用計画
（Flächennutzungsplan）から展開されなければならないことを定める建設法





53) VGH München, Beschl. v. 31. 5. 2011 - 15 NE 11.352, juris.
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54) VGH Mannheim, Urt. v. 4. 2. 2014, NuR 2015, 206.
55) OVG Lüneburg, Urt. v. 30. 4. 2014, NuR 2014, 568.
環境適合性審査を実施する義務が成立しないことから，団体による法的
救済の提起を不適法としたもう 1つの裁判例として，マクデブルク上級行













オーフス条約 9条 2項ならびに指令 2003/35/EG により追加された指令
85/337/EWG 第10 a条（＝指令 2011/92/EU 第11条）および指令 96/61/EG





ることや（環境・法的救済法 2 条 1 項 2号），手続参加に関する要件（同法 2



























に奉仕する」法規定との矛盾を主張することを要求し（ 2条 1 項 1号），理
由があることに関する要件としても，「環境保護に奉仕する」法規定の違
反があることを要求している（ 2条 5 項 1文 1号・ 2号）。「環境保護に奉仕
する」法規定の違反（の主張）を要求することは，環境保護の目的を推進







の利益が十分に考慮されていないことを理由とする建設法典 1 条 7 項（衡
量要請）の違反がしばしば主張されている。前掲ミュンスター上級行政裁
判所2014年 5月 6日判決は，環境関連情報の公示に関する建設法典 3 条 2


























たことを法的救済の提起に関する要件とするとともに（ 2条 1 項 3号），当
該手続において主張することができたにもかかわらず主張しなかった異議
を排除する規定を置いている（ 2 条 3 項）。連邦行政裁判所は，異議の排
除を，法的救済を提起することのできる期間と同様に，法的安定性に奉仕
するものとみている。しかしながら近時，欧州司法裁判所の法務官は，環
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58) 別の事件で欧州司法裁判所のシャープストン法務官は，指令 85/335/EWG 第 6条に基
づく事前参加は関係公衆が裁判所にアクセスするための要件ではなく，非政府組織は同指
令 1 条 2 項の意味における関係公衆である限り裁判所にアクセスする権利を有する旨述べ
ていた。Vgl. Schlussanträge der Generalanwaltin Eleanor Sharpston v. 2. 7. 2009, BeckRS
2009, 70746, Rn. 52.
に関するものに限定されており（環境・法的救済法 1条 1 項 1文 1号，環境適
合性審査法 2 条 3 項 3号参照），理由があることに関する要件としても，環
境適合性審査を実施する義務が成立していることが要求されている（環


















ならないこと（ 1条 6項 7号），環境保護の利益については環境審査を実施
すること（ 2条 4 項）を規定しており，これらは，環境適合性審査を実施
する義務が成立することを要件とするものではない。


























疵は建設法典214条 1 項・ 3 項により顧慮されないものではないことを認
定した例や（前掲シュレスヴィヒ上級行政裁判所判決），環境関連情報の公示
立命館法学 2015 年 4号（362号)
130 ( )1052
59) Vgl. Bunge (Fn. 24), §1 Rn. 59.
60) ECE/MP.PP/2014/2/Add.1, S. 66-67. オーフス条約 9 条 3 項に関しては，大久保規子
「欧州における環境行政訴訟の展開」阿部先生古稀記念『行政法学の未来に向けて』（有斐
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もかかわらず主張しなかったすべての異議を，法的救済に関する手続にお
いて主張することができない（異議の排除）。さらに，法的救済の対象とな
る地区詳細計画に関する議決は，環境適合性審査を実施する義務が成立し
うる事業案の許容性に関するものに限られており，環境適合性審査を実施
する義務が成立しなければ，理由があることは認められない。
近時，第 5回オーフス条約締約国会合は，団体が法的救済を提起するた
めの要件として「環境保護に奉仕する」法規定の要件を定めることは同条
約 9条 2項を遵守していないとして，ドイツに対して是正を勧告した。ま
た欧州司法裁判所の法務官は，環境・法的救済法に定める異議の排除は指
令 2011/92/EU第11条および指令 2010/75/EU第25条に違反する旨の意見
を表明した。オーフス条約および上記の各指令の規定は，環境保護団体等
に裁判所への広いアクセスを与えることを目的としている。環境・法的救
済法に定める「環境保護に奉仕する」法規定の要件や異議の排除が一切の
合理性を欠いているとまではいえないようにも思われるが，これらの定め
は，環境保護団体による規範統制の申立てを，通常の場合に比べて認めら
れにくいものにしている点で問題がある。行政裁判所法47条による規範統
制においては，対象となる法規定について全面的な適法性審査が行われる
というのが基本であり，その特性が十全に発揮されるような制度とするこ
とが望ましいように思われる。
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